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Ⅰ．本資料の目的 

1. 本資料は、第 67 回サステナビリティ基準委員会（2026 年 4 月 23 日開催）における、審

議事項(1)の「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号）（以下

「温対法」という。）における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK

制度」という。）の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて「気候基

準」の定めに従う場合の測定及び開示について、聞かれた意見をまとめたものである。 

Ⅱ．聞かれた意見 

審議事項(1)-2 公開草案コメント対応表 

2. 特段の意見は聞かれなかった。 

審議事項(1)-3 温室効果ガスのスコープごとの選択適用及び温対法における SHK 制

度以外の温室効果ガス排出報告制度への適用に関する検討 

（温室効果ガス排出のスコープごとの選択適用に対する意見） 

3. スコープごとの選択適用の可否は、気候関連開示基準第 49 項ただし書きの解釈、及びこ

れに対応する IFRS サステナビリティ開示基準（以下「ISSB 基準」という。）の解釈にも

及ぶと考えられるため、ISSB 基準との整合性の観点から慎重に検討すべきと考える。国

際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）の考え方を確認したうえで、ISSB

基準と整合したものとすることが望ましいが、ISSB として解釈を出すことが難しいとい

うことであれば、現状の記載を維持することも考えられる。 

4. 事務局の提案の方向性に賛同する。利用者の観点からは、スコープ間の測定方法を統一

することが望ましいかどうかという議論もあるが、温対法における SHK 制度の定める方

法を選択した場合でも、スコープ 3 温室効果ガス排出については「GHG プロトコル（2004

年）」を用いることから、もともとスコープ間の測定方法は統一されていない。したがっ

て、企業に温室効果ガス排出のスコープごとの選択適用を認めても利用者の観点からは

特に問題はないと考えられる。 



 
  審議事項(1)-5 

 

2/2 

5. どのように温室効果ガス排出のスコープごとに測定方法の選択を行ったか、また、どの

測定方法を選択したかについて開示すれば、温室効果ガス排出のスコープごとの選択適

用を認めても特に問題はないと考えられる。 

（温対法における SHK 制度以外の温室効果ガス排出報告制度への適用に対する意見） 

6. 温対法における SHK 制度以外の温室効果ガス排出報告制度については、個別に判断する

必要がある点は同意する。一方で、仮に、海外において温対法における SHK 制度と同じ

ようにマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出のみの報告を要求する制度が

存在した場合に、実務対応基準を類推適用することができるのかどうかについて明確化

してはどうか。明確化することにより、情報の比較可能性の確保や実務上の取扱いの明

確化を図ることができると考える。 

7. 事務局の提案の方向性に賛同する。諸外国の温室効果ガス排出の報告制度を分析するこ

とは相当な労力を要することであり、公開草案に寄せられたコメントにもあるとおり、

温対法における SHK 制度の定める方法と「GHG プロトコル（2004 年）」とを比較しても、

社用車から生じる温室効果ガス排出や 3,000 トン未満の 6.5 ガスの排出等、細かな論点

が識別されている。このような中、諸外国を含めた全ての報告制度に対応できる基準を

開発することは難しいと考えられるため、温対法における SHK 制度以外の報告制度につ

いては、個別に判断するという方向性でよいと考える。 

8. 企業が、CDP や SBT などの ESG 外部評価機関の評価を取得しようとする場合、当該 ESG評

価機関の評価規準と、SSBJ 基準に準拠したサステナビリティ開示に対する保証の範囲や

考え方が異なることにより、SSBJ 基準に準拠したサステナビリティ開示に対する保証を

取得したとしても、当該 ESG評価機関の評価を取得できない可能性もあると考えられる。

基準開発にあたっては、ESG 外部評価機関の評価規準との整合性も考慮することが望まし

い。 

 

以 上 

 


	Ⅰ．本資料の目的
	Ⅱ．聞かれた意見

